
 

 

平成30年６月29日契第1142号通知 

 

建設業における社会保険等加入対策に係る事務処理要領 

 

                   

建設工事における技能労働者の処遇の向上を図り、建設業の持続的な発展に必要な

人材の確保につなげるとともに、法定福利費を適正に負担する業者による公平で健全

な競争環境の構築を目的とし、社会保険等加入対策を推進する。 

 

第１ 対策の内容 

(1) 県が入札手続を行う建設工事において、社会保険等未加入建設業者を下請負人

（二次以下の下請負人を含む。以下同じ｡）とすることを原則禁止する。 

 (2) 受注者は、下請負人の健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入状況を確認

の上、施工体制台帳及び再下請負通知書（以下「施工体制台帳等」という。）を

作成し、その写しを発注者に提出する。 

 (3) 受注者は、社会保険等未加入建設業者である下請負人を把握したときは、適切

に加入指導を行う。 

(4) 県は、受注者が社会保険等未加入建設業者を下請負人とした場合は、受注者に

対して次の措置を行う。 

ア 社会保険等未加入建設業者が一次の下請負人である場合 

① 契約解除及び違約金の請求 

② 資格制限 

③ 工事成績評定の減点 

イ 社会保険等未加入建設業者が二次以下の下請負人である場合 

① 違約罰の請求 

② 指名停止 

③ 工事成績評定の減点 

 

第２ 社会保険等未加入建設業者の定義 

次のいずれかの届出の義務を履行していない建設業者（建設業法（昭和24年法律

第100号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。)

をいう。 

① 健康保険法(大正11年法律第70号)第48条の規定による届出 

② 厚生年金保険法(昭和29年法律第115号)第27条の規定による届出 

③ 雇用保険法(昭和49年法律第116号)第７条の規定による届出 

【(例)届出の義務がない者】 

［健康保険の適用除外］ 

  ・一人親方や常用労働者が５人未満である個人事業主 

  ・健康保険適用除外の承認を受けた常用労働者が５人以上の個人事業主及び法人事業所 



（上記の場合、国民健康保険組合(建設国保等)に加入している場合、改めて協会けんぽに 

入り直す必要はありません。） 

［厚生年金保険の適用除外］ 

・一人親方や常用労働者が５人未満である個人事業主 

 ［雇用保険の適用除外］ 

   ・一人親方や個人事業主、役員のみの法人 

 

第３ 下請負人における社会保険等加入状況の確認 

受注者は、下請負人の適切な保険加入範囲や保険加入の適用除外などについて、

「適切な保険」の確認シート（国土交通省作成）等を参考に社会保険等加入状況を

確認の上、施工体制台帳等を作成し、その写しを発注者に提出する。 

なお、適用除外の者がある場合は適用除外誓約書（様式Ａ）の提出が必要となる。 

発注者は、「工事現場における施工体制確認要領」に基づき、施工体制台帳等に

おける「健康保険等の加入状況」欄で、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加

入状況を確認する。 

 

第４ 発注者が行う事務手続（別紙 社会保険等加入対策に係る手続フロー図参照） 

(1) 発注者は、次の書類を受注者から受領。 

 ＜入札参加資格確認資料の提出期間中（公募型一般競争入札（事後審査型）、制限付き一般競

争入札（事後審査型）の場合）又は落札決定後直ちに（それ以外の入札方式の場合）＞ 

社会保険等未加入建設業者を下請負人としないことを記した「社会保険等加入 

対策に関する誓約書」（契約金額が200万円を超える場合のみ） 

  ＜県との契約締結後10日以内＞ 

社会保険等に係る法定福利費を明示した「請負代金内訳書」 

(2) 発注者は、施工体制台帳等、下請契約書、請負代金内訳書により、下請負人の

社会保険等加入状況を確認。フロー① 

(3) 社会保険等未加入建設業者があった場合、発注者は、工事打合簿（記入例１－

１、記入例１－２）により、当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなけ

ればならない特別の事情を記載した特別事情申請書（様式Ｂ）を、指示日の翌日

を起算日として７日以内に提出するよう、受注者に指示。 

なお、指定した期日までに特別事情申請書が提出されない場合は、建設工事請

負契約書第７条の２第１項の規定に違反することとなる旨を併せて通知。 

フロー② 

(4-1) 特別事情申請書が期限内に提出された場合フロー③-1 

発注者は、特別の事情を有するか否かについて、必要に応じて受注者へのヒ

アリングを実施した上で審議。 

ア 特別の事情を有すると認めた場合フロー④-1 

＜一次下請負人の場合＞ 

発注者は、受注者に対し、特別の事情を有すると認めた旨を通知すると

ともに、当該社会保険等未加入建設業者の社会保険等の加入を確認できる

書類（確認書類）を原則30日以内の期日を指定して提出するよう通知。ま



た、指定した期日までに保険加入を確認できる書類が提出されない場合は、

工事請負契約書第７条の２第１項の規定に違反することとなる旨を併せて

通知。（様式Ｃ-1）フロー⑤-1 

→＜確認書類が期限内に提出された場合＞ 

発注者は、保険加入について確認。フロー⑥-1 

＜確認書類が期限内に提出されなかった場合＞ 

発注者は、受注者に対し、契約解除する旨を通知。（様式Ｄ-3） 

フロー⑥-2、フロー⑦ 

＜二次以下の下請負人の場合＞ 

発注者は、受注者に対し、特別の事情を有すると認めた旨を通知する。 

（様式Ｃ-2） 

イ 特別の事情を有すると認められない場合フロー④-2 

＜一次下請負人の場合＞ 

発注者は、受注者に対し、契約を解除する旨を通知。（様式Ｄ-2） 

フロー⑤-2 

＜二次以下の下請負人の場合＞ 

発注者は、受注者に対し、特別の事情を有すると認められない旨を通知

するとともに、当該社会保険等未加入建設業者の社会保険等の加入を確認

できる書類（確認書類）を原則30日以内の期日（受注者が、当該社会保険

等未加入建設業者に対して適切な指導を行っていると認められる場合は、

二次の下請負人は60日、三次以下の下請負人は90日まで期日を延長可能。

ただし、提出期限は工期の７日前迄とする。）を指定して提出するよう通知。

また、指定した期日までに保険加入を確認できる書類が提出されない場合

は、建設工事請負契約書第７条の２第１項の規定に違反することとなる旨

を併せて通知。（様式Ｃ-3）フロー⑤-1 

→＜確認書類が期限内に提出された場合＞ 

発注者は、保険加入について確認。フロー⑥-1 

＜確認書類が期限内に提出されなかった場合＞ 

発注者は、受注者に対し、違約罰を請求する旨を通知。（様式Ｄ-5） 

フロー⑥-2、フロー⑦ 

(4-2) 特別事情申請書が期限内に提出されなかった場合フロー③-2 

＜一次下請負人の場合＞ 

発注者は、受注者に対し、契約を解除する旨を通知。（様式Ｄ-1） 

フロー⑤-2 

＜二次以下の下請負人の場合＞ 

発注者は、受注者に対し、違約罰を請求する旨を通知。（様式Ｄ-4） 

フロー⑤-2 

(5) 受注者に対する措置の状況を県土整備部県土企画局契約管理課に報告。 

フロー⑨ 

 

 



第５ 受注者が行う事務手続（別紙 社会保険等加入対策に係る手続フロー図参照） 

(1) 次の書類を発注者に提出。 

 ＜入札参加資格確認資料の提出期間中（公募型一般競争入札（事後審査型）、制限付き一般競

争入札（事後審査型）の場合）又は落札決定後直ちに（それ以外の入札方式の場合）＞ 

社会保険等未加入建設業者を下請負人としないことを記した「社会保険等加入 

対策に関する誓約書」（契約金額が200万円を超える場合のみ） 

  ＜県との契約締結後10日以内＞ 

社会保険等に係る法定福利費を明示した「請負代金内訳書」 

 (2) 下請負人が決定した時は、下請負人の社会保険等加入状況を確認した上で、

次の書類を発注者に提出。 

① 「施工体制台帳」の写し（及び「再下請負通知書」の写し） 

② 施工体制台帳等に記載された全ての下請契約に係る「下請契約書」の写し 

③ 当該下請契約に係る「請負代金内訳書（社会保険等に係る法定福利費を明 

示したもの）」の写し 

なお、適用除外の者がある場合は、次の書類も併せて提出が必要。 

④ 「適用除外誓約書（様式Ａ）」 

(3) 社会保険等未加入建設業者があった場合は次の手続を実施。 

  ア 受注者は、当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければならな

い特別の事情を記載した特別事情申請書（様式Ｂ）を発注者に提出。 

 イ 申請内容に関するヒアリングへの対応。 

ウ 特別の事情を有すると認められた場合、受注者は、発注者に対し、保険加

入を確認できる書類（確認書類）を提出。 

エ 契約を解除する又は違約罰を請求する旨の通知を受けた場合、契約の解

除・契約解除に伴う違約金等の支払又は違約罰の支払。 

    

第６ 建設業許可部局への報告等 

(1) 発注者は、社会保険等未加入建設業者（兵庫県知事許可業者のみ）について、

毎月15日に取りまとめ、当月20日までに所管の建設業許可部局（土木事務所建設

業課等）に報告。（様式Ｅ）フロー⑧ 

(2) 建設業許可部局（土木事務所建設業課等）は、(1)の報告を受けたときは、該

当工事に係る社会保険等未加入建設業者を翌月10日までに県土整備部県土企画

局総務課建設業室へ報告。フロー⑩ 

(3) 県土整備部県土企画局総務課建設業室は、(2)の報告を受けたときは、社会保

険等担当部局へ通報。フロー⑩ 

 

附 則 

（適用日） 

この要領は、平成30年７月１日以降に入札公告又は入札通知を行う建設工事から適

用する。ただし、第１(4)の措置に係る諸手続については、平成31年１月１日以降に

入札公告又は入札通知を行う建設工事から適用する。 

 



社会保険等加入対策に係る手続フロー図（一次下請） 

 
・入札参加資格確認資料の提出期間中等に、「社会保険等加入対策に関する誓約書」を提出。 
・県との契約締結後、社会保険等に係る法定福利費を明示した「請負代金内訳書」を提出。 
・下請契約を締結した時は、契約の相手方の社会保険等加入状況を確認した上で作成した(1)「施

工体制台帳」の写し、(2)「下請契約書」の写し、(3)当該下請契約に係る「請負代金内訳書（社
会保険等に係る法定福利費を明示したもの）」の写しを発注者に提出。適用除外の者がある場合
は、(4)「適用除外誓約書（様式Ａ）」も併せて提出が必要。 

 

 

③-1 特別事情申請書提出 

措置 

なし 

⑨受注者に対する措置 
１契約解除・違約金請求【工事業務課・財務担当】 
２資格制限【工事業務課→契約管理課】 
３工事成績評定の減点【総括監督員 20 点】 

④-1 特別の事情を有
すると認めた場合 

未加入あり 加入・適用除外のみ 

⑤-2 契約解除する旨を通知 
【工事業務課→受注者】 

(様式Ｄ-1) (様式Ｄ-2) 

③-2 特別事情申請書未提出 

※監督職員は施工体制台帳の
写しを工事業務課に渡す 

※監督職員は施工体制台帳の写
しと特別事情申請書（様式Ｂ）を
工事業務課に渡す 

⑧未加入の兵庫県知事許
可業者のみ、管轄する各土
木事務所へ報告 
【工事業務課→各土木建
設業担当課】 
(様式Ｅ 毎月15日締め、
20日各土木へメール送信) 

監
督
職
員 

受
注
者
・
工
事
業
務
課 

各
担
当
課 
等 

※期限の３日後を目途に通知 

②受注者に対して、当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなけれ
ばならない特別の事情を記載した特別事情申請書（様式Ｂ）を提出するよ
う工事打合簿により指示（記入例１－１）【監督職員→受注者】 

①施工体制台帳、下請契約書、請負代金内訳書により
社会保険等の加入状況の確認  【監督職員】 

⑤-1特別の事情を有すると認める
とともに、30日以内に保険加入を確
認できる書類(確認書類)を提出す
るよう通知 
【工事業務課→受注者】(様式Ｃ-1) 

⑥-2 確認書類未提出 
 

⑥-1 確認書類提出 
【受注者→工事業務課】 

④-2 特別の事情を有す
ると認められない場合 

・必要に応じて申請内容をﾋｱﾘﾝｸﾞ 
(工事業務課・監督職員) 

・特別な事情を審議 
(入札参加者審査会等で決定) 

※指示日の翌日を起算日として７日以内の提出を求める 

⑩未加入業者を保険担
当部局への通報【各土
木建設業担当課→建設
業室→保険担当部局】 

⑦契約解除する旨を通知 
【工事業務課→受注者】(様式Ｄ-3) 

受
注
者 

※社会保険等加入状況を確認した際の資料（領収済通知書等）は受注者が保管しておくこと 

※期限の３日後を目途に通知 



社会保険等加入対策に係る手続フロー図（二次下請以下）  

・下請負人が決定した時は、下請負人の社会保険等加入状況を確認した上で作成した(1)施工体制
台帳等の写し、(2)施工体制台帳等に記載された全ての下請契約に係る「下請契約書」の写し、
(3)当該下請契約に係る「請負代金内訳書（社会保険等に係る法定福利費を明示したもの）」の写
しを発注者に提出。適用除外の者がある場合は、(4)「適用除外誓約書（様式Ａ）」も併せて提出
が必要。 

 

 

③-2 特別事情申請書未提出 ③-1 特別事情申請書提出 

措置なし 

⑨受注者に対する措置 
１違約罰の請求【工事業務課・財務担当】 
２指名停止措置【工事業務課→契約管理課】 
３工事成績評定の減点【総括監督員 13 点】 

未加入あり 加入・適用除外のみ 

⑤-2 違約罰を請求する旨を通知 
 (様式Ｄ-4) 

⑥-2 確認書類未提出 ⑥-1 確認書類提出 
【受注者→工事業務課】 

④-1 特別の事情を有する
と認めた場合(様式Ｃ-2) 

⑧未加入の兵庫県知事許
可業者のみ、管轄する各
土木事務所へ報告【工事
業務課→各土木建設業担
当課】 
(様式Ｅ 毎月15日締め、
20日各土木へメール送
信) 

⑩未加入業者を保険担
当部局への通報【各土
木建設業担当課→建設
業室→保険担当部局】 

※監督職員は施工体制台帳等
を工事業務課に渡す 

※監督職員は施工体制台帳等
と特別事情申請書（様式Ｂ）
を工事業務課に渡す 

 

監
督
職
員 

受
注
者
・
工
事
業
務
課 

各
担
当
課 
等 

⑦違約罰を請求する旨を通知 
【工事業務課→受注者】(様式Ｄ-5) 

※期限の３日後を目途に通知 

※指示日の翌日を起算日として７日以内の提出を求める 

②受注者に対して、当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなけれ
ばならない特別の事情を記載した特別事情申請書（様式Ｂ）を提出するよ
う工事打合簿により指示（記入例１－２）【監督職員→受注者】 

①施工体制台帳、再下請負通知書、下請契約書、請負代金内訳書に
より社会保険等の加入状況の確認 【監督職員】 

④-2 特別の事情を有す
ると認められない場合 

※期限の３日後を目途に通知 

・必要に応じて申請内容をﾋｱﾘﾝｸﾞ 
(工事業務課・監督職員) 

・特別な事情を審議 
(入札参加者審査会等で決定) 

⑤-1保険加入を確認できる書類(確認書類)
を提出するよう通知【工事業務課→受注者】
(様式Ｃ-3) 

加入指導※を適切に行っている場合 

二次下請負人は60日以内まで延長可能。 

三次以下の下請負人は90日以内まで延長可能。 

ただし、提出期限は工期の７日前迄とする。 

加入指導を適切に行っていない場合 

   30 日以内。 

※加入指導：文書通知など書類による指導 

 

受
注
者 

※社会保険等加入状況を確認した際の資料（領収済通知書等）は受注者が保管しておくこと 


